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監査結果報告の提出について 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等監査を実施し、同条第９項の規定に

より監査の結果に関する報告を決定したので提出します。 
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監 査 結 果 報 告 書 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類 

財政援助団体等監査 

２ 監査の対象 

社会福祉法人東大阪市社会福祉協議会 

福祉部、子どもすこやか部 

３ 監査の実施期間   

平成 30 年 10 月 22 日から平成 31年 2月 12 日まで 

４ 監査の方法 

今回の監査は、主に平成 30 年度の財政的援助等に係る出納その他の事務の執行について、

その事務が関係法令にのっとり、適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施

した。 

監査にあたっては、あらかじめ資料の提出を求め関係職員から説明を聴取するとともに、

関係帳票の全部又は一部について、実施した。また、調査の一部について EY 新日本有限責任

監査法人に委託した。 

５ 監査対象の概要 

(1) 概要 

ア 設立 

社会福祉協議会は、昭和 26 年に制定された社会福祉事業法（現在の「社会福祉法」）

に基づき市区町村、指定都市、都道府県、国の各段階にわたり、全国規模で組織されてい

る社会福祉法人である。 

本市においては、市制施行と同じく昭和42年に旧3市の社会福祉協議会が合併発足し、

現在に至っている。 

イ 目的 

社会福祉法人東大阪市社会福祉協議会（以下「協議会」という。）は、本市における社

会福祉事業、その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動
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の活性化により地域福祉の推進を図ることを目的として設立された組織である。 

ウ 主な事業 

①福祉組織推進事業（福祉団体の支援、福祉施策に係る調査事業、福祉バス運行事業等） 

②ボランティア・市民活動センター運営事業 

③角田、荒川各地域包括支援センター運営事業 

④コミュニティソーシャルワーカー配置事業 

⑤角田、五条、高井田各老人センター運営事業 

⑥日常生活自立支援センター運営事業     等 

エ 財政状態及び経営状況 

平成 29 年度決算によると、資産は 864,297,823 円、負債は 487,361,994 円、純資産は

376,935,829 円となっている。 

また、事業活動収入は 1,003,122,886 円で、主なものは市からの受託金 411,388,297 円

及び補助金 296,865,000 円である。事業活動支出は 1,045,906,789 円で、主なものは人件

費 763,332,846 円となっている。 

オ 役員及び職員数 

平成 30 年 8 月 1 日現在、役員等（理事、監事、評議員）は 88 名、職員は非常勤嘱託、

アルバイト等を含めて 131 名である。 

(2) 東大阪市との関わり 

ア 出捐金 

出捐は行っていない。 

イ 補助金等 

平成 29 年度における市から協議会に対する補助金等は、以下のとおりである。 

補助金等名 所管課 金 額（円）

協議会活動費補助金 福祉部 福祉企画課 104,077,000

協議会（ボランティア・市民

活動センター）活動費補助金

福祉部 福祉企画課 96,703,000

協議会小地域ネットワーク活

動推進事業補助金 

福祉部 福祉企画課 21,300,000
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補助金等名 所管課 金 額（円）

協議会関係団体補助金 福祉部 福祉企画課、生活福祉室、

障害者支援室障害施策推進

課、高齢介護室高齢介護課 

子どもすこやか部 子ども家庭課、

子ども子育て室

子育て支援課 

14,502,000

研修会開催負担金※ 福祉部 指導監査室法人指導課 50,000

敬老事業補助金 福祉部 高齢介護室高齢介護課 15,000,000

ダイヤモンド婚・金婚夫婦の

つどい開催負担金 

福祉部 高齢介護室高齢介護課 3,000,000

日常生活自立支援事業補助金 福祉部 高齢介護室高齢介護課 38,483,000

ひとり暮らし高齢者等訪問相

談事業補助金 

福祉部 高齢介護室高齢介護課 1,300,000

小地域ネットワーク介護予防

事業補助金 

福祉部 高齢介護室地域包括ケア推

進課 

2,500,000

合  計 296,915,000

※協議会決算においては、市受託金収入に含まれている。 

ウ 公の施設の管理 

平成 29 年度における公の施設の指定管理業務の受託金は、以下のとおりである。 

施設名 所管課 金 額（円）

市立五条老人センター 福祉部 高齢介護室高齢介護課 46,880,000

市立角田総合老人センター 福祉部 高齢介護室高齢介護課 112,542,000

市立高井田老人センター 福祉部 高齢介護室高齢介護課 32,927,000

合 計 192,349,000

エ 人的交流 

協議会の役員等 88 名のうち 1名が市職員である。 
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【参考資料】 

社会福祉法人東大阪市社会福祉協議会機構図　（平成30年8月1日現在）

【役員等】
理事：15名
監事：2名
評議員：71名

【職員数】
事務職 32 名
ヘルパー 29 名
保育士・調理師 12 名
再雇用職員 5 名
その他の職員 53 名
　　合　計 名

※常務理事は除く

131

常務
理事

角田
総合
老人
ｾﾝﾀｰ
4名
所長
次長

日常生活自立支援センター：19名

事務局
次長

高井田老人センター：4名

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・市民活動ｾﾝﾀｰ：1名　所長

コミュニティソーシャルワーカー（CSW）：6名

五条老人センター：4名

基幹型地域包括支援ｾﾝﾀｰ角田：7名

角田総合老人センター：8名

福祉組織推進グループ：7名

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・市民活動推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ：7名

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ担当：1名

基幹型地域包括支援ｾﾝﾀｰ荒川：10名

総務課：7名

玉串保育園：37名

事務
局長

社協地域担当（COW）：7名
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第２ 監査の結果 

監査の結果、次のとおり検討又は改善を要する事項が見受けられた。以下に指摘した検討

又は改善を要する事項については必要な措置を講ずるとともに、既に是正された等のため報

告を省略した事項にも留意し、適正な事務の執行に努められたい。また、意見を付した事項

については、今後の事務執行の参考とされることを望むものである。 

なお、検討又は改善を要する事項について必要な措置を講じられた場合は、その旨通知さ

れたい。 

（用語の定義） 協議会：社会福祉法人東大阪市社会福祉協議会 

五条老人センター：東大阪市立五条老人センター 

角田総合老人センター：東大阪市立角田総合老人センター 

高井田老人センター：東大阪市立高井田老人センター 

各老人センター：上記 3老人センター 

協定書：各老人センターの管理に関する協定書 

指定管理委託料：各老人センターの管理に必要な経費 

＜検討又は改善を要する事項＞ 

社会福祉法人東大阪市社会福祉協議会 

１ 協議会活動費補助金交付事務について 

当協議会では、協議会活動の育成、援助等を行い、もって地域福祉の推進に寄与するため、

市から協議会活動費補助金（以下「補助金」という。）の交付を受けている。 

ところで、当該補助金交付事務において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 交付申請書に添付された補助金支出予定額内訳書に、補助対象経費である人件費、研

修費、総合福祉センター管理経費の積算内訳が明記されていないもの。 

（２） 実績報告書に添付された補助金精算額内訳表に記載された業務委託費（3,075,377 円）

の随意契約において、経理規程第 75 条第 4 項に規定する複数の事業者からの見積りを徴

していないもの。 
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２ 協議会（ボランティア・市民活動センター）活動費補助金交付事務について 

当協議会では、市民福祉活動の育成、援助等を行い、公的な福祉サービス等の連携強化を

図り、公民協働の地域福祉の推進に寄与するため、市から協議会（ボランティア・市民活動

センター）活動費補助金（以下「補助金」という。）の交付を受けている。 

ところで、当該交付申請書に添付された補助金支出予定額内訳書に、補助対象経費である

人件費の積算内訳が明記されていない。 

適正な事務処理をされたい。 

３ 日常生活自立支援事業補助金交付事務について 

当協議会では、自己の判断のみでは意思決定に支障のある認知症高齢者、知的障害者、精

神障害者等の権利擁護にかかわる相談事業、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理等

を支援するため、市から日常生活自立支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付を

受けている。 

ところで、当該補助金交付事務において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 交付申請書に添付された補助金支出予定額内訳書に、補助対象経費である人件費及び

事務費の積算内訳が明記されておらず、さらに、事務費を誤って物件費と記載している

もの。 

（２） 実績報告書に添付された補助金精算額内訳表に、事務費を誤って物件費と記載すると

ともに、その内訳が明記されていないもの。 

（３） 実績報告書に添付された補助金精算額内訳表に、事務費である福利厚生費を誤って人

件費として記載しているもの。 

４ 協議会関係団体補助金交付事務について  

当協議会では、関係する社会福祉諸団体に対し、活動の育成、援助等を行い、地域福祉を

より効果的に推進するため、市から協議会関係団体補助金（以下「補助金」という。）の交

付を受けている。 

ところで、当該補助金交付事務において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 
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（１） 実績報告書（以下「報告書」という。）提出起案に、協議会文書取扱規程第 18 条に規

定するその他所定の事項（決裁日、施行日、文書番号）が記入されておらず、さらに、

市へ提出した報告書の施行文書も保存されていない。 

起案書への所定事項の記入を徹底するとともに、提出書類の証左とするため施行文書

を適正に保存されたい。 

（２） 協議会が市へ提出した報告書の月日が手書きで記入されており、所管課へ質問したと

ころ、協議会から提出された際には報告書の月日は空白で、所管課において報告書の提

出期限である平成 30 年 5 月 31 日と月日を追記したとのことであった。また、協議会の

報告書提出起案を見ると、起案日は同年 6 月下旬に行われており、所管課では報告日を

さかのぼって追記していたものである。 

これらは、協議会が提出期限を順守していないことが主な要因であることから、提出

期限を厳守するとともに、提出書類への所定事項の記入を徹底されたい。 

５ 小地域ネットワーク活動推進事業補助金交付事務について 

当協議会では、地域の高齢者、障害者(児)、子育て中の親子等の自立生活を行う上におい

て支援を必要とする人々が安心して生活できるよう地域住民の参加と協力による支え合い活

動及び助け合い活動を小地域で行うことを目的に、市から小地域ネットワーク活動推進補助

金（以下「補助金」という。）の交付を受けている。 

ところで、当該補助金交付事務において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

（１） 実績報告書に添付の会計報告書において、補助対象経費として規定されていない飲食

代が計上されていた。 

適正な事務処理をされたい。 

（２） 協議会は、各校区福祉委員会（以下「委員会」という。）に対し助成金を交付してい

る。助成金は各委員会から月ごとに提出される活動実施報告書の小地域活動推進事業に

係る活動件数や参加者数を基に算定されているが、当該報告書には他の活動も含まれて

いるため、協議会で精査し積算根拠となる件数及び参加者数を確定させている。 

ところで、確定までの経過について記録がなされていない。 

助成金の適正な執行の証左として、記録を残されたい。 
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（３） 実績報告書に添付の会計報告書において、雑費、借料損料といった補助対象経費と判

別のつかない費目が計上されていた。また、これらの費目は協議会の勘定科目とも異なっ

ており、一見して補助対象経費か否かの判別が困難となっている。 

市と協議を行い、会計報告書の費目について改められたい。 

６ 指定管理業務と委託業務の区分について

市と協議会は、各老人センターの指定管理業務に加え、複数の委託契約を締結している。 

ところで、協議会が受託した指定管理業務と委託業務において、以下の留意すべき事項が

見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 指定管理業務と委託契約により実施する業務の双方に従事する者の人件費が、業務ご

とに按分されず、すべて指定管理委託料から支払われているもの。 

（２） 委託業務の事業報告を指定管理業務の事業報告書に重複して記載するなど、指定管理

業務と委託業務が混同されているもの。 

７ 退職給付費用について 

指定管理委託料の算定において、協議会職員の退職給付積立資産支出が計上され、他の経

費とともに市から支払が行われている。 

当該退職給付積立資産支出と毎年の費用である退職給付費用とは金額が異なっているが、

いずれを指定管理委託料に算定するか市と協議会で明確にされないまま、退職給付積立資産

支出での支払が続いている。 

指定管理の協定期間が有期であることも踏まえ市と協議を行い、指定管理委託料の算定内

容を明確にされたい。 

８ 指定管理業務の第三者への委託について 

協議会では、各老人センターの指定管理業務について、市の承諾を得たうえで一部業務を

再委託により実施している。 

ところで、再委託業務の契約において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 
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適正な事務処理をされたい。 

（１） 経理規程第 75 条第 4 項に規定する複数の業者からの見積りを徴さずに随意契約を行っ

ているもの。 

（２） 協定書第 24 条第 2 項第 2 号に規定する暴力団又は暴力団密接関係者でないことを誓約

している書面を徴していないもの。 

９ 指定管理業務事業報告書について 

協定書第13条において、協議会は毎月翌月10日までに、前月の各老人センターの管理に関

する月次事業報告書を提出するとともに、協定期間終了後 60 日以内に、協定期間における各

老人センターの管理に関する事業報告書を市に提出するよう規定されている。 

ところで、これらの報告書において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 月次事業報告書及び事業報告書において、協定書第 13 条第 1 項 4 号及び同条第 2 項 4

号に規定する苦情・要望等の件数及びその内容の記載がないもの。 

（２） 事業報告書において、協定書第 13 条第 2 項に規定する管理業務の実施状況の記載がな

いもの。 

１０ 指定管理者であること等の掲示について 

当協議会が指定管理を行っている各老人センターにおいては、協定書第 30 条の規定により、

その窓口等に施設の管理を指定管理者である協議会が行っていること、指定管理者としての

指定の内容、市の施設担当所属名及びその連絡先等を掲示するものとされている。 

ところで、各老人センターの窓口等で当該掲示は行われていない。 

適正な事務処理をされたい。 

１１ 備品の管理について 

指定管理業務で使用するために市が協議会に無償で貸し付ける備品（以下「管理物品」と

いう。）は、協定書第 7条第 1項別紙 3に規定されている。 

ところで、当該管理物品について、以下の留意すべき事項が見受けられた。 
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適正な事務処理をされたい。 

（１） 別紙 3 の管理物品の内容が更新されず、別紙 3 に記載されている現物が存在しないな

ど、実態と相違しているもの。 

（２） 協定書第 7条第 4項に規定する管理物品の計画的な実地棚卸が行われていないもの。 

（３） 協定書の仕様書において、管理物品に係る廃棄等の異動については、定期的に市に報

告しなければならないと規定されているものの、口頭での報告となっているものや報告

が行われていないもの。  

（４） 協定書の仕様書において、管理物品は市の財務規則で定められた物品の分類に従い、

その保管に係る備品を保管、整理するよう規定されているが、同規則第 193 条に規定す

る備品整理票等の貼付がないまま使用、保管されているもの。   

（５） 角田総合老人センターにおいて、指定管理委託料で購入された車両の所有権が当セン

ターになっているもの。 

１２ 現金の管理について 

各老人センターでは、事業費の現金支出に充てるため会計職員を置き、経理規程第 28 条の

規定により小口現金を保管しており、各種教室等の開催に係る講師謝礼等の支払にあててい

る。 

ところで、各老人センターでは、預金に係る出納簿は作成しているものの、現金に係る帳

簿は作成していないため、金庫に保管している現金総額と照合できる帳簿は存在しない。 

預金に係る出納簿に加え、現金に係る帳簿を作成し、現金総額の管理を図られたい。 

１３ 募金箱の管理について 

各老人センターには、複数の募金箱が設置、保管されている。 

募金箱に募金された現金の集計及び収納等は、協議会事務局が行っており、その頻度は、

募金箱の種別により数か月から 1年に 1回程度行われている。 

ところで、募金箱は各老人センターで保管されているものの、募金された現金の額は帳簿

等で管理されておらず、消失等があってもこれが判明しないリスクが高い状態にある。 

早急に集計及び収納等のルールを定め、長期間、募金箱に現金が残存する状態を避けられ
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たい。 

１４ 源泉税の納付について 

角田総合老人センターでは、当センターに係る講師への謝礼を支払っている。 

ところで、当該謝礼の源泉税の納付については、当センターで口座から出金した後、協議

会事務局に月1回程度の頻度で担当者が持参し、協議会事務局で再度別口座に入金することで

行っている。 

効率的な事務執行の観点から、源泉税の納付は当センターを通さず、協議会事務局で行う

ことを検討されたい。 

１５ コピー料金の管理について 

老人センターで利用者から実費相当額を徴収しているコピー料金の管理について、以下の

留意すべき事項が見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 管理簿への記入漏れや記入を誤っているもの。（高井田老人センター） 

（２） 管理簿が備え付けられていないもの。（五条老人センター） 

（３） コピー料金の協議会事務局への送金が不定期となっているもの。（五条老人センター） 

（４） コピー料金受領時に押印している受取印の押印がないもの。（高井田老人センター） 

１６ 切手等の管理について 

老人センターで所有する切手、はがき、収入印紙の管理について、以下の留意すべき事項

が見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 切手の管理簿と現物の照合を行っていないもの。（各老人センター） 

（２） 切手の管理簿と現物に差異が生じているもの。（五条老人センター、高井田老人センター） 

（３） 指定管理委託料で購入した切手を他事業で使用しているもの。（五条老人センター） 

（４） 長期間使用していないはがき及び収入印紙が保管され、購入年度も不明なもの。 

（高井田老人センター） 
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福祉部 

福祉企画課 

１ 協議会活動費補助金交付事務について 

当課では、協議会活動の育成、援助等を行い、もって地域福祉の推進に寄与するため、協

議会活動費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を制定し、協議会に補助金を交付して

いる。 

ところで、当該補助金交付事務において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

適正な事務処理をされたい。 

（１） 要綱第 5 条において補助対象経費を、協議会事務職員（常務理事、嘱託職員を含む）

の人件費、ボランティア保険料、研修費及び総合福祉センター管理経費と規定している

が、総合福祉センター管理経費については、具体的な経費まで規定されていないもの。  

（２） 要綱第 5 条において、補助対象経費として規定されていない総務経費（役員報酬、賃

借料、印刷製本費、事務消耗品費）が、実績報告に計上されているもの。 

２ 協議会団体補助金交付事務について 

当課では、協議会に関係する社会福祉諸団体に対し、活動の育成、援助等を行い、地域福

祉をより効果的に推進するため、協議会団体補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を制

定し、協議会に対し補助金を交付している。 

ところで、当該補助金交付事務において、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

（１） 当該補助金は、市から協議会に交付されたのち協議会からの助成金として各団体に交

付されている。 

ところで、協議会には助成金交付の主体であるという認識はなく、市と各団体の橋渡

しをしているのが現状である。実績報告についても、各団体の書類を協議会が市に提出

しているが協議会において精査は行われていない。また、各団体は市の直接の補助金交

付先でないため、市が効果検証のため調査をする際に制約を受けると考えられる。 

当該補助金に対する協議会の役割について市と協議会で再度整理を行い、適正な事務

執行に努められたい。 

（２） 要綱第 5 条において、補助金の交付の対象となる経費は、事業運営に係る事務費及び



- 13 - 

事業費の内で市長が適当であると認めた範囲の額とすると規定されているものの、具体

的な経費まで規定されていない。 

補助金の交付対象とする経費を明確にされたい。 

生活福祉室 

 協議会関係団体補助金交付事務について  

当室では、関係する社会福祉諸団体に対し、活動の育成、援助等を行い、地域福祉をより

効果的に推進するため、協議会関係団体補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づき、

協議会に補助金を交付している。 

ところで、協議会からの実績報告書（以下「報告書」という。）提出に伴い、当室が行っ

た補助金額の確定通知（以下「確定通知」という。）起案を見ると、報告書は平成 30 年 5 月

31 日となっているにもかかわらず、同起案は同年 7 月 17 日に行われていた。また、協議会か

ら市への報告書提出起案を見ると、同起案は同年 6 月 28 日に行われていた。当室に質問した

ところ、協議会から報告書の提出を受けた際は、月日を空白のまま受領し、当室において要

綱第 12条に規定する報告書の提出期限である同年 5月 31日と日付をさかのぼって追記し、そ

の後速やかに確定通知起案を行ったとのことであった。 

適正な事務処理を行うとともに、これらは、協議会が提出期限を順守していないことが主

な要因であることから、協議会に対し十分な指導を行われたい。 

障害施策推進課 

 協議会関係団体補助金交付事務について  

当課では、関係する社会福祉諸団体に対し、活動の育成、援助等を行い、地域福祉をより

効果的に推進するため、協議会関係団体補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づき、

協議会に補助金を交付している。 

ところで、協議会から要綱第 12 条に規定する実績報告書が平成 30 年 5 月 31 日付で提出さ

れているにもかかわらず、実地調査時点において、同第 13 条の規定に基づく補助金確定通知

が行われていなかった。 

適正な事務処理をされたい。 
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高齢介護課 

１ 日常生活自立支援事業補助金交付事務について 

当課では、自己の判断のみでは意思決定に支障のある認知症高齢者、知的障害者、精神障

害者等の権利擁護にかかわる相談事業、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理等を支

援するため、日常生活自立支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を制定し、協

議会に補助金を交付している。 

補助金の額については、要綱第3条で補助金対象事業を特定するとともに、同第4条及び別

表で事業の実施に必要な経費を規定している。別表の事業の実施に必要な経費では、人件費

と事務費に区分され、人件費では職員俸給、職員諸手当（諸手当、旅費、厚生経費）、非常

勤職員給与、法定福利費を必要な経費とし、事務費では福利厚生費、研修費、備品購入費な

ど 15 費目を必要な経費としている。 

ところで、協議会から提出された実績報告書に添付された補助金精算額内訳表では、人件

費として退職給付、退職積立資産、職員退職共済預け金支出が計上されているが、要綱第4条

及び別表にはこれらの費目は規定されていない。 

適正な事務処理をされたい。 

２ ひとり暮らし高齢者等訪問相談事業補助金交付事務について

当課では、在宅のひとり暮らし高齢者及びねたきり高齢者、又は高齢者のみで常時居住し

ている世帯に対して、その福祉の向上を図るため、ひとり暮らし高齢者等訪問相談事業補助

金交付要綱を制定し、協議会に補助金を交付している。 

ところで、補助金交付決定通知書において、実績報告書（以下「報告書」という。）の提

出を平成 30年 4月末日と指定しているものの、報告書は同年 5月 31 日付で提出され 1か月遅

延していた。一方、補助金額の確定通知起案の摘要には、特段の疑義等はないとして回議が

なされ、決裁が行われていた。 

起案の回議及び決裁時においては、十分な審査をされたい。 

３ 敬老事業補助金交付事務について 

当課では、福祉についての関心と理解を深め、かつ、老人が自らの生活の向上に努める意
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欲を高めるため、敬老事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を制定し、協議会に補

助金を交付している。 

要綱第3条において、当該補助金の対象事業については、敬老大会等の開催事業や記念品贈

呈等の事業とされており、対象事業及び対象経費が不明確となっている。 

対象事業及び対象経費を明確にされたい。 

４ 指定管理業務の第三者への委託について 

各老人センターの管理については指定管理者制度を活用することとし、協議会と協定書を

締結している。 

ところで、協定書第 24 条第 1 項に規定する業務の再委託を承諾するにあたり、同条第 2 項

第2号に規定する、請負の相手方が暴力団又は暴力団密接関係者でないことを、協議会に誓約

したのか確認しないまま再委託を承諾している。 

協定書の内容が適正に実行されているか確認されたい。 

５ 指定管理業務に係る協議事項について 

当課では、各老人センターの管理運営に係る課題や要望等について、協議会と随時協議を

行い、円滑な管理運営に向けた指導等を行っているとしている。 

ところで、これらの協議については、議事録等が作成されておらず、協議事項、協議日時、

協議の内容と結果等は書面での確認ができない状態となっている。 

今回の監査においては、市から貸与している管理物品の管理や活用、指定管理委託料によ

る車両購入に係る所有権を始め、指定管理業務を実施していく上での課題が散見されており、

適正な管理監督の実施のうえ、協議記録を作成し、議事内容の共有化を図られたい。 

６ 備品の管理について 

指定管理業務で使用するために市が協議会に無償で貸し付ける備品（以下「管理物品」と

いう。）は、協定書第 7条第 1項別紙 3に規定されている。 

ところで、当該管理物品について、以下の留意すべき事項が見受けられた。 

適正な管理が行われるよう、助言、指導されたい。 
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（１） 別紙 3 の管理物品の内容が更新されず、別紙 3 に記載されている現物が存在しないな

ど、実態と相違しているもの。 

（２） 協定書第 7条第 4項に規定する管理物品の計画的な実地棚卸が行われていないもの。 

（３） 協定書の仕様書において、管理物品に係る廃棄等の異動については、定期的に市に報

告しなければならないと規定されているが、口頭での報告となっているものや報告が行

われていないもの。  

（４） 協定書の仕様書において、管理物品は市の財務規則で定められた物品の分類に従い、

その保管に係る備品を保管、整理するよう規定されているが、同規則第 193 条に規定す

る備品整理票等の貼付がないまま使用、保管されているもの。   

（５） 角田総合老人センターにおいて、指定管理委託料で購入された車両の所有権が当セン

ターになっているもの。 

７ 指定管理運営状況の評価について 

指定管理導入施設の管理運営状況については、1 年に 1 回所管課による内部評価（以下「評

価」という。）が行われ、ウェブサイトでも公表されている。評価はモニタリングシートを

用い、評価項目毎に「○」、「△」、「×」を付す 3段階評価となっている。 

ところで、平成 29 年度のモニタリングシートにおいて、市は協議会の備品管理に係る不備

を指摘しているにもかかわらず、備品管理の評価項目を「△」と評価している。実地調査の

際に評価を「△」にした根拠を質問したところ、担当者から、評価では基本的に「×」を付

していないとの回答があった。 

評価が形骸化していることは明らかであり、評価の重要性を再認識し、適正な評価を行わ

れたい。 
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子どもすこやか部 

子育て支援課 

 協議会関係団体補助金交付事務について  

当課では、関係する社会福祉諸団体に対し、活動の育成、援助等を行い、地域福祉をより

効果的に推進するため、協議会関係団体補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づき、

協議会に補助金を交付している。 

ところで、協議会からの実績報告書（以下「報告書」という。）の提出に伴い、当課が行っ

た補助金額の確定通知（以下「確定通知」という。）起案を見ると、報告書は平成30年5月31

日となっているにもかかわらず、起案は同年7月5日に行われていた。また、協議会から市へ

の報告書提出起案を見ると、起案は同年 6月 20 日に行われていた。 

当課に質問したところ、協議会から報告書の提出を受けた際は、月日を空白のまま受領し、

当課において要綱第 12 条に規定する報告書の提出期限である同年 5 月 31 日と月日をさかの

ぼって追記し、その後速やかに確定通知起案を行ったとのことであった。 

適正な事務処理を行うとともに、これらは、協議会が提出期限を順守していないことが主

な要因であることから、協議会に対し十分な指導を行われたい。 
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＜意見＞ 

１ 補助金交付事務について 

法人及び団体に対する補助金の交付については、予算の執行の適正化を図るため、東大阪

市補助金等交付規則（以下「規則」という。）が制定され、これに基づき各事業等に係る交

付要綱等を制定し、事務処理が行われている。 

ところで、今回の監査において、補助金の交付に係る審査等の過程で、以下の留意すべき

事項が見受けられた。 

（１） 地方自治法第 2条第 14 項において、地方公共団体は、その事務を処理するに当たって

は、最少の経費で最大の効果を挙げることが基本原則として示されているものの、補助

金の支出に対応する効果指標は設けられておらず、支出後の効果検証が行われていない

もの。 

（２） 補助金の交付申請内容の妥当性の審査において、審査の証左が明らかでないもの。 

（３） 補助金の実績報告書に記載された事業費と添付された決算書の数値の整合性が判別で

きないもの。 

補助金は、地方自治法第232条の 2によりその公益上必要がある場合に交付することができ

ると規定されており、平成 20 年度に策定された「団体に対する補助制度運用基準」では、団

体に対する補助金は、地方公共団体が公益上必要があると認めた特定の事業等を助成、奨励

するために、対価なくして支出する給付金であり、その財源の多くには市民の税金が使われ

ていることから、必要性について市民の理解が十分に得られるものであると同時に、適正な

手続きによるものでなければならないとされている。 

補助金交付の審査等について、規則及び交付要綱等の規定に基づき厳正に行うとともにそ

の証左を明らかにし、さらに、規則等に規定する現地調査を行うなど、市の外郭団体である

協議会の交付申請等が適正に行われるよう十分な指導を行い、説明責任を果たすことができ

るよう求めるものである。 

２ 指定管理業務について 

指定管理者制度は、公の施設の管理について、民間においても十分なサービスを提供する

能力を有する事業者が増加していることや、多様化する住民ニーズに的確に対応し、効果的、
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効率的に運営するためには、民間が持つノウハウを活用することが有効と考えられることか

ら、平成 15 年度に制度化されたものである。 

各老人センターにおいても平成 18 年度より指定管理者による管理を行っているが、利用者

数に比べ管理経費が増加傾向にあり、適正な業務の実施と指定管理委託料の縮減を確保する

ため、事業の効果の検証と費用の確認に努める必要がある。一部施設の部屋が倉庫代わりに

使用されているなど、有効活用が図られていない状況が見受けられたことも踏まえ、地方自

治法第 244 条の 2 第 10 項に規定する実地調査について、定期的な実施を検討するよう求める

ものである。 


